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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第27期
第２四半期
連結累計期間

第28期
第２四半期
累計期間

第27期
第２四半期
連結会計期間

第28期
第２四半期
会計期間

第27期
連結会計年度

会計期間

自  平成21年
    １月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成21年
    １月１日
至  平成21年
    12月31日

売上高 (千円) 2,543,7531,412,7321,206,071581,3414,379,940

経常利益又は経常損失（△） (千円) 4,166 136,707△38,355 14,706△159,459

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △56,803 134,846△84,785 15,866△302,361

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― ― 600,000 ―

発行済株式総数 (株) ― ― ― 28,584 ―

純資産額 (千円) ― ― 1,234,0531,123,233988,071

総資産額 (千円) ― ― 2,482,9701,676,9761,388,065

１株当たり純資産額 (円) ― ― 43,218.2239,337.1534,603.61

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期(当期)
純損失（△）

(円) △1,989.354,722.50△2,969.30555.66△10,589.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 49.7 67.0 71.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 468,621582,626 ― ― △66,370

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,276 △7,770 ― ― 197,129

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △540,000

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,340,5071,055,777480,922

従業員数 (名) ― ― 461 188 188

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第27期連結会計年度及び第27期第２四半期連結累計(会計)期間については、１株当たり四半期(当期)純損失

であり、かつ潜在株式が存在しないため、第28期第２四半期累計(会計)期間については、潜在株式が存在し

ないため、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、記載しておりません。

３　当社は、第27期連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、第27期第２四半期連結累計(会計)期間及

び第27期連結会計年度の主要な経営指標等の推移の各数値は連結会社に係る数値を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 188（10）

(注)　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人数を(　)外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

第27期以前は連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行っておりません。

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 金額(千円)

ソリューションサービス部門 196,319

エンジニアリングサービス部門 151,128

合計 347,448

(注) １  金額は、製造原価によっております。

２  金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

ソリューションサービス部門 374,481 641,573

エンジニアリングサービス部門 191,046 398,467

合計 565,528 1,040,041

(注)  金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 金額(千円)

ソリューションサービス部門 263,029

エンジニアリングサービス部門 318,311

合計 581,341

(注) １  金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期会計期間

金額(千円) 割合(％)

環境省 103,500 17.8

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 75,474 13.0
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第27期以前は連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間における我が国経済は、在庫調整が進んだことや輸出関連の一部に回復の動きが

出る等、景況感には改善の兆しが見られましたが、国内消費の低迷やデフレ等により依然として国内需要に

関しては回復力が弱く厳しい状況で推移しております。

情報サービス業界におきましては、企業収益の大幅な悪化により、システム開発業務の内製化、取引条件

の悪化、新規投資抑制や延期の動き等が顕著になり、厳しい経営環境で推移いたしました。

　このような状況の下、当社においては前事業年度後半より、以下の３点を中心とする抜本的な収益改善の

取り組みを実施しております。

１．本社販管費をはじめとする固定費の徹底的削減

　２．不採算事業の廃止及び人員の削減

　３．主要事業における選別受注の推進やプロジェクト管理強化による利益率の改善

これらの取り組みに加え、ソリューションサービス事業、エンジニアリングサービス事業全般において受

注が回復し、生産部門の稼働率が上昇に転じたことから、当第２四半期会計期間の売上高は581,341千円、営

業利益は13,784千円、経常利益は14,706千円、四半期純利益は15,866千円となりました。

　なお、当社は平成21年12月28日付で、連結子会社であった株式会社トランスコスモス・テクノロジーズの

当社の保有する全株式を譲渡し、システムインテグレーション事業から撤退しております。

　
事業部門別の概況は次のとおりであります。

・ソリューションサービス部門

製造業向けソリューションを中心にソリューションサービスの受注は回復基調にあり、業務の効率化

を支援する自社ソリューション（見積構成チェックシステム：ＥＡＳＹコンフィグレータ、電子パーツ

カタログ：ＰＬＥＸ）及び、ワークフローシステムが堅調に推移いたしました。また、太陽光パネルの設

計・積算システム（ＰＶ－ＣＡＤ）の開発・販売を新たに開始しました。

　ＧＩＳ関連業務は、公共事業向け設備管理システムが継続し、ＧＩＳライセンス販売も順調に推移しま

したが、民間分野における新規・リプレース案件の受注延期の影響で、稼働率が低下いたしました。なお、

新規ソリューションとして、公共・民間分野をターゲットにしたオープンソースを用いた低価格ＧＩＳ

（ＭａｐＡｉｄ＋）の販売を開始しました。

これらの結果、当第２四半期会計期間の売上高は263,029千円となりました。
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・エンジニアリングサービス部門

前事業年度末にかけて、官公庁・地方自治体を中心に産業廃棄物関連業務や自動車交通環境関連業務、

空間情報関連業務等の受注が拡大しました。

　また、社会資本整備に関連した防災関連解析業務やアセットマネジメント業務の受注も堅調に推移いた

しました。

これらの結果、当第２四半期会計期間の売上高は318,311千円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、1,676,976千円となり、前事業年度末と比較し288,911千円増加し

ました。これは主に、前受金172,003千円の増加や四半期純利益134,846千円の計上に伴い現金及び預金が

574,855千円増加したためであります。

当第２四半期会計期間末の負債は、553,743千円となり、前事業年度末と比較し153,749千円増加しまし

た。これは主に、買掛金が72,769千円減少したものの前受金が172,003千円増加及び未払賞与89,948千円

を計上したためであります。

また、四半期純利益を134,846千円計上したことにより、当第２四半期会計期間末の純資産は1,123,233

千円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期会計期

間末に比べ548,361千円増加し、1,055,777千円となりました。

　
当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、551,032千円となりました。これは主に、売上債権379,934千円及び

たな卸資産63,331千円の減少があったためであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、2,671千円となりました。これは主に、情報化等投資を行ったためで

あります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローはありません。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 111,000

計 111,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,584 28,584
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

（注）

計 28,584 28,584 ― ―

(注)　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年５月１日(注) ― 28,584△605,491600,000△1,023,029 ―

(注)  会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、その他資本剰余

金に振り替えたものであります。

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷3-25-18 17,191 60.14

大　浦　明　弘 香川県丸亀市 901 3.15

大　橋　俊太郎 京都市西京区 564 1.97

奥　田　昌　孝 東京都渋谷区 560 1.96

平　田　　　裕 大阪市阿倍野区 489 1.71

応用技術社員持株会 大阪市北区本庄東1-1-10 467 1.63

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区中之島3-3-23 400 1.40

矢　野　公　一 大阪市都島区 311 1.09

浅　野　　　勉 岡山県岡山市北区 266 0.93

株式会社みなと銀行 兵庫県神戸市中央区三宮町2-1-1 180 0.63

計 ― 21,329 74.61
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 30

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,554
　

28,554 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,584 ― ―

総株主の議決権 ― 28,554 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「株式数」欄に４株、「議決権

の数」欄に４個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
応用技術株式会社

大阪市北区本庄東1-1-10 30 ― 30 0.1

計 ― 30 ― 30 0.1

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
１月

　
２月

　
３月

　
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 25,90024,00046,95040,00045,00036,400

最低(円) 21,70020,10020,01031,80029,31030,250

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前は、ジャスダック証券取引所におけるもので、平成22年４月１日以降は、

大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 ― 谷　澤　寿　一 平成22年６月30日

取締役(非常勤) ― 大　橋　俊太郎 平成22年６月21日

　

(2) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
常務取締役

コーポレート推進本部長
前　原　夏　樹 平成22年７月１日

常務取締役事業企画担当 取締役産業事業部長 船　橋　俊　郎 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1)  当社の前四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間は、改正前の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2)  当社の当四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期会計期間及び当第２四半期累計期間は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

(3)  前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間については、四半期財務諸表を作成してお

りません。そのため、前第２四半期会計期間に係る四半期損益計算書に代えて、前第２四半期連結会計期

間に係る四半期連結損益計算書を記載しております。

　また、前第２四半期累計期間に係る四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、

前第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を

記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で)及び当第２四半期累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】
【当第２四半期会計期間末】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,055,777

受取手形及び売掛金 176,268

商品 6,077

仕掛品 ※2
 247,532

貯蔵品 783

前払費用 79,002

その他 6,295

貸倒引当金 △2,610

流動資産合計 1,569,128

固定資産

有形固定資産 ※1
 22,419

無形固定資産 4,655

投資その他の資産

差入保証金 64,351

その他 41,071

貸倒引当金 △24,648

投資その他の資産合計 80,774

固定資産合計 107,848

資産合計 1,676,976

負債の部

流動負債

買掛金 61,631

未払法人税等 6,437

前受金 262,171

未払賞与 89,948

賞与引当金 16,349

その他 114,472

流動負債合計 551,011

固定負債

長期未払金 2,732

固定負債合計 2,732

負債合計 553,743
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 600,000

資本剰余金 391,755

利益剰余金 134,846

自己株式 △3,033

株主資本合計 1,123,568

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △335

評価・換算差額等合計 △335

純資産合計 1,123,233

負債純資産合計 1,676,976
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【前連結会計年度末】
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 480,922

受取手形及び売掛金 394,405

仕掛品 316,251

その他 91,019

貸倒引当金 △4,355

流動資産合計 1,278,243

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 16,533

その他（純額） ※1
 7,837

有形固定資産合計 24,371

無形固定資産 5,467

投資その他の資産

差入保証金 64,292

その他 40,493

貸倒引当金 △24,801

投資その他の資産合計 79,983

固定資産合計 109,822

資産合計 1,388,065

負債の部

流動負債

買掛金 134,401

前受金 90,167

賞与引当金 16,865

その他 141,707

流動負債合計 383,142

固定負債

長期未払金 16,852

固定負債合計 16,852

負債合計 399,994

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,491

資本剰余金 1,023,029

利益剰余金 △1,236,765

自己株式 △3,033

株主資本合計 988,722

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △650

評価・換算差額等合計 △650

純資産合計 988,071

負債純資産合計 1,388,065

EDINET提出書類

応用技術株式会社(E05282)

四半期報告書

15/31



(2)【四半期損益計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 2,543,753

売上原価 2,104,168

売上総利益 439,585

販売費及び一般管理費 ※1
 434,831

営業利益 4,754

営業外収益

受取利息 1,147

その他 997

営業外収益合計 2,145

営業外費用

支払利息 2,732

営業外費用合計 2,732

経常利益 4,166

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,227

特別利益合計 1,227

特別損失

固定資産除却損 143

減損損失 32,205

特別損失合計 32,348

税金等調整前四半期純損失（△） △26,954

法人税、住民税及び事業税 29,854

法人税等調整額 △5

法人税等合計 29,849

四半期純損失（△） △56,803
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【当第２四半期累計期間】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 1,412,732

売上原価 1,031,028

売上総利益 381,703

販売費及び一般管理費 ※1
 247,118

営業利益 134,585

営業外収益

受取利息 1,038

受取手数料 967

その他 116

営業外収益合計 2,122

経常利益 136,707

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,898

特別利益合計 1,898

特別損失

減損損失 1,200

特別損失合計 1,200

税引前四半期純利益 137,406

法人税、住民税及び事業税 2,560

法人税等合計 2,560

四半期純利益 134,846
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【前第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 1,206,071

売上原価 1,030,274

売上総利益 175,796

販売費及び一般管理費 ※1
 213,554

営業損失（△） △37,757

営業外収益

受取利息 486

受取報奨金 190

その他 130

営業外収益合計 807

営業外費用

支払利息 1,404

営業外費用合計 1,404

経常損失（△） △38,355

特別利益

貸倒引当金戻入額 853

特別利益合計 853

特別損失

固定資産除却損 143

減損損失 32,205

特別損失合計 32,348

税金等調整前四半期純損失（△） △69,850

法人税、住民税及び事業税 △2,151

法人税等調整額 17,086

法人税等合計 14,934

四半期純損失（△） △84,785
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【当第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 581,341

売上原価 449,397

売上総利益 131,943

販売費及び一般管理費 ※1
 118,158

営業利益 13,784

営業外収益

受取利息 889

その他 32

営業外収益合計 921

経常利益 14,706

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,640

特別利益合計 3,640

特別損失

減損損失 1,200

特別損失合計 1,200

税引前四半期純利益 17,146

法人税、住民税及び事業税 1,280

法人税等合計 1,280

四半期純利益 15,866
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △26,954

減価償却費 22,116

減損損失 32,205

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,227

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,005

固定資産除却損 143

受取利息及び受取配当金 △1,147

支払利息 2,732

売上債権の増減額（△は増加） 379,002

たな卸資産の増減額（△は増加） 75,319

仕入債務の増減額（△は減少） △70,878

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,133

未払金の増減額（△は減少） 133,129

その他 △42,080

小計 514,499

利息及び配当金の受取額 1,147

利息の支払額 △2,900

法人税等の支払額 △44,125

営業活動によるキャッシュ・フロー 468,621

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,980

無形固定資産の取得による支出 △6,386

投資有価証券の取得による支出 △598

貸付金の回収による収入 425

差入保証金の差入による支出 △1,423

差入保証金の回収による収入 508

その他 180

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,276

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450,344

現金及び現金同等物の期首残高 890,162

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,340,507
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【当第２四半期累計期間】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 137,406

減価償却費 4,139

減損損失 1,200

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,898

賞与引当金の増減額（△は減少） △516

受取利息及び受取配当金 △1,038

売上債権の増減額（△は増加） 217,040

たな卸資産の増減額（△は増加） 64,964

仕入債務の増減額（△は減少） △72,769

未払消費税等の増減額（△は減少） 30,549

その他 207,622

小計 586,701

利息及び配当金の受取額 1,038

法人税等の支払額 △5,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 582,626

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,301

無形固定資産の取得による支出 △4,520

投資有価証券の取得による支出 △598

貸付金の回収による収入 108

差入保証金の差入による支出 △386

差入保証金の回収による収入 326

その他 600

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,770

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 574,855

現金及び現金同等物の期首残高 480,922

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,055,777
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の

変更

工事契約に関する会計基準の適用

　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準

(検収基準)を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計

基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より

適用し、第１四半期会計期間に着手した受注契約から進捗部分について成果の確

実性が認められる受注契約については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原

価比例法)を、その他の受注契約については工事完成基準(検収基準)を適用して

おります。

　なお、この変更に伴い、当第２四半期累計期間の売上高は44,803千円、売上総利

益、営業利益、経常利益、税引前四半期純利益は18,445千円それぞれ増加しており

ます。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。

２  棚卸資産の評価方法 　当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業

年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３  固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

４  法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を

重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度に

おいて使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 74,316千円

 

※２　損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に

係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建

てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる受注制作のソフトウェ

ア等に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応

する額は6,045千円であります。

　

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 70,988千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 177,852千円

賞与引当金繰入額 4,770千円

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 105,328千円

賞与引当金繰入額 3,689千円

　

第２四半期会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 94,605千円

賞与引当金繰入額 4,727千円

　

当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 51,560千円

賞与引当金繰入額 3,689千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 1,140,507千円

預け金 200,000千円

現金及び現金同等物 1,340,507千円
 

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金勘定 1,055,777千円

現金及び現金同等物 1,055,777千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年６月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成22年１月１日  至  平

成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 28,584

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 30

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。
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５  株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年３月30日開催の第27期定時株主総会の決議により、平成22年５月１日に資本金

605,491千円及び資本準備金1,023,029千円、利益準備金16,020千円のそれぞれ全額を減少し、その他資

本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えを行いました。

また、平成22年６月28日開催の取締役会の決議により、その他資本剰余金1,236,765千円及び別途積

立金20,000千円を減少し、繰越利益剰余金に振り替えを行いました。

これらの結果、当第２四半期会計期間末における資本金は600,000千円、資本剰余金は391,755千円と

なりました。

なお、株主資本の合計額に著しい変動はありません。

　

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

当社及び連結子会社の事業は、情報サービス産業単一事業のため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当社の所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当社は、ストック・オプションを発行しておりませんので、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

39,337円15銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

純資産の部の合計額 1,123,233千円

普通株式に係る純資産額 1,123,233千円

差額の主な内訳 ―

普通株式の発行済株式数 28,584株

普通株式の自己株式数 30株

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

28,554株

　

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

34,603円61銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額 988,071千円

普通株式に係る純資産額 988,071千円

差額の主な内訳 ―

普通株式の発行済株式数 28,584株

普通株式の自己株式数 30株

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

28,554株
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２  １株当たり四半期純利益

第２四半期累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失 1,989円35銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失 56,803千円

普通株式に係る四半期純損失 56,803千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益 4,722円50銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益 134,846千円

普通株式に係る四半期純利益 134,846千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株
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第２四半期会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失 2,969円30銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失 84,785千円

普通株式に係る四半期純損失 84,785千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株

　

当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益 555円66銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益 15,866千円

普通株式に係る四半期純利益 15,866千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月14日

応用技術株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岡    村    健    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    川    　    豪    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている応用

技術株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、応用技術株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

応用技術株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岡    村    健    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    平    井    啓    仁    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている応用

技術株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第28期事業年度の第２四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、応用技術株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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